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神奈川県における苦情解決システムの展開
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はじめに
2000（平成 12）年に制定された社会福祉法において、福祉サービスの仕組みが大きく変
わった。それまでの「措置」制度では福祉サービスは与えられるものだったが、自己選択・
自己決定に基づいた「契約」の上で福祉サービスを利用するという仕組みに変化したのであ
る。この「契約」とは、サービス提供者と利用者が「対等な立場」で交わされるものでなけ
ればならない。その「対等な立場での福祉サービス利用契約」を支えるものとして、福祉サー
ビス提供者に「苦情解決」が努力義務とされた。利用者等からの苦情を受付け、適切に解決
していくことが求められるようになったのである。施設には苦情解決責任者、苦情受付担当
者、第三者委員を置き、利用者からの苦情の解決に取り組む仕組み作りが進められている。
この「苦情解決」には、サービス提供者自らの努力はもちろんのことだが、運営適正化委
員会、第三者委員、オンブズマンといった第三者的な立場の参入によって、より適切に機能
すると思われる。それは実際の福祉現場の中で、利用者とその家族側には「お世話になって
いる」という思いが強くあり、苦情が言いにくい現状があることが否定できないからである。
また、これまでのサービス提供のパターナリズムによって、実際に行っている支援が利用者
にとって不利益なものになっていることに気がつかない支援者、そして不利益を被っている
という意識ができない利用者も存在し、真のサービスの質の確保になかなか結び付かないこ
ともある。このような現状から、利用者側とサービス提供者側の二者の関係だけでは、日常
の中にある苦情や「おかしさ」に切り込んでいくことができにくい。問題が存在しているの
に、それを解決することができないということになる。したがって利用者の不利益は解消さ
れず、結果として権利を守ることができないことになる。権利擁護という観点から、苦情解
決の仕組みの充実は急務であると考える。
2009 年、神奈川県では 2 つの施設で深刻な虐待事件が起こっている。知的障害者施設の
職員（もしくは元職員）が、女性利用者に性的虐待を加えたというものである。権利擁護が
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叫ばれながらも、このような事件が未だに起こることは遺憾であるが、罪を犯した支援員を
ただ責めるだけでは何も解決しない。このようなことが起こるのはある日突然ではなく、日
常の小さな問題の延長線上に存在している。日々の支援の中で、真に利用者にとってより良
い支援を提供するためには、支援者への教育だけではなく、サービス提供の仕組みを考える
必要がある。福祉サービスの中に存在する「支援をする」「支援を受ける」という、サービ
ス提供者と利用者の関係が「上下」ではなく、真に「対等」になることが必要である。その
ために、「苦情を言うことができる」「苦情を受けて、サービスの質を向上させる」という苦
情解決の仕組みを、どのように構築していくかということを議論することは大きな意味があ
ると考える。
神奈川県では、不幸にして虐待事件が続いたが、地域密着型のオンブズマンなど注目され
る権利擁護活動が展開された先進地域でもある。そこで本研究では、「苦情解決」に取り組
んでいる団体に焦点をあて、その成り立ち、仕組みを整理しながらそれぞれのメリット、デ
メリットを検討する。そこから苦情解決の仕組みの課題を明らかにし、今後の展開を考察し
ていきたい。
１　神奈川県における苦情解決の現状
神奈川県では、1995 年 6 月、神奈川県知的障害施設団体連合会（旧：神奈川県精神薄弱
者愛護協会・神奈川県知的障害施設協会）によって、「神奈川県知的障害施設協会オンブズ
マン」が苦情解決に取り組む団体としてまず最初に立ちあがった。同年、知的障害者更生施
設の厚木精華園に、施設単独型のオンブズマンが設置されている。それを皮切りに、1995
年７月に横浜市が運営母体である「横浜市福祉調整委員会」が、また 1997 年 6 月に、ふく
しネット運営委員会によって「湘南ふくしネットワーク」が立ち上がり、以後各施設にオン
ブズマンや第三者委員が設置され、また新たな団体も設立された。施設単独型のオンブズマ
ンや第三者委員設置数は定かではないが、2009 年度現在神奈川県下で 13 の苦情解決に取
り組む団体が活動している。
高山（2001）は 1990 年代にかけて誕生してきた福祉オンブズマンを、その活動や組織
のあり方から４つに分類している。①施設単独型オンブズマン、②地域ネットワーク型オン
ブズマン、③同種施設団体型オンブズマン、④情報公開請求型オンブズマン1）、である。
本研究では神奈川県下で苦情解決に取り組む、または取り組んできた「団体」に注目する。
上記の高山（2001）の分類を参考にし、また神奈川の中でも障害者の地域生活を先駆的に、
独自に推進してきた横浜市、川崎市では民間主導とは別の苦情解決組織が存在していること
を踏まえ、以下の 4 種に分類した。①同種施設連携型、②行政運営型、③地域ネットワー
ク型、④行政と民間の協働型、である。ここでは各分類においてもっとも初期の段階で立ち
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上がり、活動も顕著である団体を取り上げる。
①同種施設連携型：神奈川県知的障害施設協会オンブズマン
②行政運営型：横浜市福祉調整委員会
③地域ネットワーク型：湘南ふくしネットワークオンブズマン
④行政と民間の協働型：川崎市苦情解決委員会
以上の 4 団体についての資料、団体が発行している報告書等をもとにその概要を整理し、
特徴、メリット、デメリットについて明らかにし、今後の苦情解決の仕組みについての課題
や在り方について検討する。
２　神奈川県における苦情解決に取り組む団体の概要
①同種施設連携型：神奈川県知的障害施設協会オンブズマン
神奈川県知的障害施設団体連合会（以下、「連合会」とする）は、知的障害児者の文化・
体育活動、職員研修、福祉政策への働きかけといったさまざまな活動を行ってきた団体であ
る。1992 年、この年は「国連・障害者の 10 年」が終了した年であり、また、知的障害児
者への「指導訓練」という関わりが問題視された時期でもあり、体罰等の報告も数多く存在
していた。そこで、連合会は改めて知的障害児者の権利擁護に取り組み始めることになった。
翌 1993 年、連合会は大学教授や弁護士等と施設利用者によって組織された「人権検討委員
会」から、「『あおぞらプラン』の制定と実施」という提言を受けた。そのプランの趣旨は、「障
害の有無を問わず、すべての人は、人間としての誇りを持って、実りある人生を生きる権利
を有する。この権利は施設生活においても具現化されなければならない2）」というものであ
り、連合会は 1994 年に「あおぞらプラン」の実施を決定した。この「あおぞらプラン」に
は、知的障害者の権利宣言、知的障害者擁護宣言、職員のモラルとしての倫理綱領、チェッ
ク機能としてオンブズマン制度が含まれている。
このあおぞらプランの中のオンブズマン制度は 1995 年 6 月に発足し、オンブズマンは「あ
おぞらマン」という呼称で呼ばれていた。
「あおぞらマン」は、弁護士や大学教授に委嘱された。あおぞらマンは２名、活動組織として、
書記が３名、協会の事務局にあおぞらマン担当者が１名置かれていた。活動内容は、毎月１
回の来所による相談と電話や手紙等による相談を随時受け付ける。年１回、新任職員研修会、
他機関担当職員との懇談会、施設訪問と職員との懇談会、利用者懇談会も行っていた。施設
利用者および関係者から、施設サービスに関する苦情相談や救済申し立てを受付け、調査し、
必要に応じ、改善策を求める意見表明や勧告を行うことを職務とする。連合会に加盟してい
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る施設を対象としているが、居宅にいる元利用者や施設関係者からの相談等も広く受付けて
いた。
1995 年から 2003 年にかけてのあおぞらマン活動の実際を概観する。寄せられた相談は
1995 年度末で 20 件、利用者間のトラブルや職員の言動、施設側の対応や財産や年金の取
扱に関するものなどさまざまで、施設サービスに直接関わらないものも含まれていた。受付
けた相談に対しては、面談や助言を行ったり、継続して関わる等の対応がなされている。
1996 年当時の課題は、①「あおぞらマン」制度の周知、②加盟施設のあおぞらプランへ
の取り組みの強化、③あおぞらマンのスムーズな運営のための事務局体制の充実、が挙がっ
ている。またここではあおぞらマンの強制力についても検討課題として挙げられている。あ
おぞらマンは任意団体が協力して展開している活動であり、強制力を持ってはいなかった。
しかし、連合会の内部の「ご意見番」としての役割を持つことが求められ、施設サービスの
在り方や「権利擁護」という概念の普及に大きな影響を与えたと言える。
相談は 2001 年には 19 件、2002 年は 24 件であった。以前と比べて相談者は施設利用者
本人が多くなり、利用者の意向で本人だけでの来所も増加していった。あおぞらマンと一緒
に考え、相談したことで表情が明るくなった、また職員と一緒に改善方法を考えたという利
用者も出てきた。職員からの相談は地域生活についての問題や利用者の財産について、家族
からの相談は施設運営に関する疑問という内容であった。また一般就労している方から、介
護や今後のことという生活についての相談もあり、内容によっては、福祉事務所や関係機関
の紹介という対応を行った。
2002 年、2003 年の課題としては、以下のような点が挙げられる。①月に 1 回、指定の
場所で待機して相談を受けることになっているが、待ちの体制では利用者の抱えているニー
ズを十分に汲み取ることが難しい。②利用者に出向いてもらい相談を受け付けているが、相
談日に出てくることが難しい利用者もいる。また支援者の利用ももっと増えて欲しい。③電
話相談は随時受け付けており、その数も決して少なくはないが、定例の相談にまではつなが
らないことが多い。また電話を受ける事務局担当者の負担が大きい。④そもそも加盟施設の
中にはあおぞらマンやあおぞらプランに対する関心が低いところも多く、連合会に加盟して
いない施設もある。これら加盟していない施設にどのように関わっていくべきか。⑤相談者
が加盟施設以外という場合もある。問題が重大なことに関して動ききれないこともある。
その後、2005 年 3 月をもって、あおぞらマンはその活動を終えている。その理由は、行
政の苦情解決の仕組みや地域のオンブズマンのネットワークができてきたことにあり、これ
までのあおぞらマンの役割は、行政や民間の第三者委員やオンブズマン組織等、別の団体が
担っている。
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②行政運営型：横浜市福祉調整委員会
「横浜市福祉調整委員会」は、横浜市の福祉保健サービスに対する市民からの苦情・相談
を受ける団体で、1995 年 7 月に立ちあがった。中立・公平な第三者機関として市、区また
はサービス事業者に対して調査・調整を行うとともに、福祉サービスの質の向上を推進する
活動を実施している。オンブズマンは「福祉調整委員」と呼ばれている。
横浜市福祉調整委員会は横浜市福祉調整委員会設置要綱を根拠とし、2009 年 7 月現在 9
名の福祉調整委員がいる。福祉調整委員は大学教授、医師、弁護士という学識経験者 7 名、
市民 2 名で構成され、事務局を横浜市健康福祉局相談調整課に置いている。
苦情相談は、電話、ＦＡＸ、Ｅメール、手紙等で寄せられる。直接の来所での相談もある。
相談受付は祝日、年末年始を除く月曜日から金曜日の 8:45 ～ 17:15（12:00 ～ 13:00 は除く）
である。相談内容に応じて、制度についての説明や助言、担当窓口の案内をする場合もある。
また福祉調整委員との面談が必要と思われる場合には、面接予定日を予約し、苦情申立てと
して福祉調整委員が直接面接を行う。面接は週に 2 回、また区役所や福祉施設での月 1 回
の巡回相談、必要であれば自宅への訪問相談や苦情の対象となったサービス提供者に対して
調査または調整を実施する。約一ヵ月後に調査結果を相談者に文書にて報告し、またサービ
スの改善等が必要な場合は意見の申し入れを行い、さらにその対応状況の確認を行う。福祉
調整委員会の定例委員会では対応案件についての報告がなされ、今後の対応について検討さ
れる。そして制度の改善が必要な場合は、市長に対して委員会の運営状況を報告し、改善を
提言していく役割も担う。
2008 年度、横浜市福祉調整委員会が受付けた苦情相談は 690 件であり、そのうち福祉保
健サービスに関するものは 577 件である。また 577 件のうち、福祉調整委員が面接して苦
情申立に至ったものは 10 件、説明・助言等が 182 件、福祉保健サービス提供者との調整が
242 件、他機関の案内等が 143 件であった。受付けた苦情を分類すると、一番多いのは提
供されるサービスの内容や職員対応に納得できないという「苦情」が 441 件、自分に適し
たサービスは何か、どうすればいいかという「相談」が 62 件、制度がよく分からないので
説明してほしい、サービス窓口を教えてほしいなどの「問い合わせ」が 67 件、その他、となっ
ている。相談者はサービス利用者本人が 52％、家族が 42％、その他の方が 6％である。
2005 年にはサービス提供者の悩みや相談を受付ける、「対応困難な苦情相談の事業者対
応状況調査」を実施した。その結果、福祉調整委員とサービス提供者の意見交換の際、希望
があれば個別に相談を受ける「事業者相談」も開始している。
寄せられる苦情相談のうち福祉調整委員との面談で対応したものは、市長に報告されてい
る。また同じような問題が起こらないように運営状況報告書や委員会のホームページにて公
表もしている。そして、これまでは福祉調整委員面談以外の事務局対応事例については、そ
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の内容は公表していなかったが、苦情の事例を公表することで、サービス提供者への自己点
検にも活用してもらえるよう、2008 年よりその発生要因やサービス提供上のポイントを分
析した資料を提供している。福祉調整委員に申し立てられる内容は、年々対応困難なケース
が増えてきている。月 1 回の定例会では、それらについて時間をかけて検討している。また、
健康福祉局の所管する課からの事業説明の機会を適宜設け、状況把握も行っている。
③地域ネットワーク型：湘南ふくしネットワークオンブズマン
地域ネットワーク型オンブズマンは「基本的には一定のエリアの複数の福祉施設が組織の
母体となり、オンブズマン組織を導入し、施設のサービス向上、利用者の権利擁護活動を進
めているもの」と定義されている３）。その草分け的存在である湘南ふくしネットワークオン
ブズマンは、1997 年 5 月に立ちあがった団体である。そのころすでに、施設単独型のオン
ブズマンは先駆的に展開されていた。しかし高山（2001）は、その問題点と課題を次の 4
点に整理している４）。①入所施設型施設は、ハード・ソフト両面において利用者一人ひとり
の権利が保障されにくい環境にある。さらには長期にわたる利用により、利用者は権利の行
使どころか、人間としての主体性そのものを奪われているといってもよい状況にある。この
ような現状を踏まえるならば、入所型施設にオンブズマン制度を導入する必要性がある。②
先駆的取り組みを行っている、オンブズマン制度のほとんどが、施設単独型のオンブズマン
である。現状では制度化された権利擁護システムがないなかでの先駆的、自主的な取り組み
と言える。単独型であるということは、個別の事情（対象者や地域性、施設種別の特徴や財
源等）に応じた内容を設定することができるという柔軟性がある。しかし一方で単独型であ
るための限界性として、個別施設の「自己完結」的な取り組みになりやすく、地域レベルの
取り組みに広がっていかない。③組織的な位置づけが、利用者の権利擁護機関ではなく、施
設長の諮問機関として設定されていることから、職員にはオンブズマンの役割が、管理者側
による、ある種の査定・人事考課的に受けとめられる場合がある。④苦情の受付や処理が多
いことから、物的・人的条件に対する施設批判や対応・関わり方などの職員批判等の要素が
強く、マイナス面の指摘に終始しがちである。その結果、職員が委縮し、自主性・主体性が
阻害され、職場が活性化しなくなる恐れがある。
当時の施設単独型オンブズマンの効果と課題をこのようにとらえ、スウェーデンにおける
権利擁護研修なども行って、地域ネットワーク型のオンブズマン制度が茅ヶ崎市、鎌倉市な
どの湘南地域に創設されたのである。
もともと権利擁護の重要性を日頃から認識し、第三者を入れることでのサービスの質の向
上を考えていた、湘南地域の施設長達を中心に施設間のネットワークがまず作られた。それ
は対象者や施設種別を越えたネットワークであり、1997 年当時障害者、高齢者などの 8 施
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設が加盟し、そこに学識経験者、弁護士、市民の有識者等 6 人が「オンブズマン」として
選任された。
湘南ふくしネットワークのオンブズマン活動は、各施設に 2 名のオンブズマンを配置し、
最低月 1 回オンブズマンが施設を訪問し利用者の話を聴く。また毎月オンブズマン委員会
を開き、活動の情報交換と困難事例について委員会として検討した。1997 年には相談件数
が 81 件だったのが、翌年の 1998 年では 384 件と大幅に増え、2000 年では 478 件にもの
ぼっている。2001 年には第三者性の確保と市民の活動としての承認を目指し、オンブズマ
ン委員会は特定非営利活動法人化した。相談は利用者と家族からが飛躍的に増え、生活環境、
食事、外出、施設サービス、財産、施設職員、家族、将来、医療といった生活の様々なこと
が相談されている。オンブズマンは職員研修や利用者家族との懇談、利用者の会等に参加し、
施設とつながりを持っている。また施設側にオンブズマン協力員を設置し、訪問日の調整、
利用者家族への周知、オンブズマン活動の啓発、権利擁護推進の提案が行われ、スムーズな
施設との連携が行われている。
さらには、この湘南ふくしネットワークはオンブズマンの担い手を専門職の枠を超え、「市
民」に担ってもらうよう「オンブズマン養成研修」を開始した。この養成研修を通し、福祉
の専門外の一般の市民もオンブズマンとして活動開始した。いわゆる「ふつう」の市民感覚
で施設を訪れ、そこで感じた疑問をベテランの専門職オンブズマンに伝え、解決の道を探っ
たり、またオンブズマンとサービス利用者という関係を市民同士の支え合いと捉えるオンブ
ズマンもいる。このように、養成研修を受けた市民がオンブズマンとして活動すると、オン
ブズマンの数が増え、視野も広がるということで、これまで以上に機動力も増し、また市民
と協働しての権利擁護活動が展開できるようになっている。
さらに湘南ふくしネットワークは、2008 年 4 月に茅ヶ崎市の高齢福祉課および障害福祉
課および地域包括支援センター等との協働で、成年後見支援センターを設立した。これまで
の活動から、認知症や知的障害、精神障害という判断力の不十分な人たちの主体的な生活を
支えていくためには、成年後見制度の利用が不可欠であることが分かったからである。自己
決定を尊重したり、トラブルから守ったり、その人らしい生活を送るための財産管理を行う
という生活を具体的に支えていくために、この成年後見支援センターでは、成年後見制度の
利用までの支援や、制度の隙間を埋める支援も行っており、権利擁護のシステムを地域の各
種機関と連携しながらさらに強固なものとしている。
④行政と民間の協働型：川崎市苦情解決委員会
上記 3 つの団体設立からは少し遅れるが 2002 年 10 月、神奈川県川崎市では、障害児者
の福祉の向上と事業所間のネットワーク作りを目指して、川崎市障害福祉施設等苦情解決支
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援事業を開始した。この苦情解決支援事業の大きな特徴はその組織形態にある。川崎市に
ある福祉サービス提供事業所の連合団体と、川崎市行政とが共同でこの事業を行っている。
100 ヶ所強の加盟施設が会費を支払い、学識経験者や法律の専門家、障害施設支援員、障害
者団体、市民代表を「第三者委員」とし、行政職員を含めた事務局を設け「苦情解決委員会」
を共同で運営している。
「苦情解決委員会」は設立当初、第三者委員 7 名と「第三者協力員」20 名余りでスター
トした。この「第三者協力員」とは、少数の第三者委員だけでは、加盟施設の日常的な巡回
が困難であるという状況があることから、第三者委員を補佐し、日常の施設訪問を行う役割
を持つものをいう。この第三者委員並びに第三者協力員は、社会福祉士及び社会福祉事業従
事経験者に委嘱されている。実際の活動は、一人の第三者委員につき 6 ～ 7 名の第三者協
力員を単位としたグループを編成している。グループごとに担当施設や事業所が割り当てら
れ、グループの中で各担当を決め、年に 3 ～ 4 回程度訪問している。必要であればグルー
プ単位ごとでの打ち合わせを行うこともある。2 か月に 1 度定例会を開催し、第三者委員と
第三者協力員の情報交換やケース検討を行う。また困難事例については第三者委員と事務局
が話し合いを行ったり、または定例会の場で第三者委員と第三者協力員全体で検討すること
もある。
これまでの活動では利用者、家族、施設、職員、その他の機関から相談があった。利用者
からは利用者間の相性などの問題、職員の対応、施設の物理的な環境設備、給料等仕事先で
の問題、家族との問題が挙がってきた。家族からは職員の対応、暴力、暴言といった事件や
事故、本人との問題等、施設や職員からは、利用者本人との問題、近隣住民等とのトラブル、
利用者が事件や事故に遭ったこと、他のサービス提供者との問題、家族や職員の問題などが
寄せられた。
受付けた苦情についての解決ルートはいくつかある。第三者協力員が受付け、第三者委員
に報告し、相談の上で施設に設置されている苦情解決責任者に対して改善要求を行う。その
結果サービス提供者のところで対応がなされるといった、各担当の第三者協力員、委員、施
設側の苦情解決責任者、苦情解決担当者、職員のところで解決される場合がひとつである。
そして、受付けた苦情について第三者委員会で議論し、利用者、保護者、施設職員等関係者
と話し合いをしたり、聞き取り調査を行った上で再議論することもある。また、サービス
提供者へアドバイスをしたり、行政と話し合いを重ねるなどして解決に至る場合もある。さ
らに、受付けた苦情に第三者委員会だけでなく、行政が調査を行うこともあった。ケースに
よっては行政への通報も行われ、このように行政との連携によって解決することもある。
事業を開始して 4 ～ 5 年経過した段階では、次のような課題が挙がった。まずは、加盟
施設側の課題として、苦情受付に対する認識や啓発の未熟さ、利用者や職員への周知不足、
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第三者委員、第三者協力員の活用不足、活用の仕方が不明等である。苦情解決委員会の課題
としては、施設訪問回数が目標に達しない、訪問時の活動内容や苦情を受付けてから解決ま
での基準が曖昧、委員の役割が不明確、苦情解決委員会の運営等である。サービス提供者と
行政との関係においては、施設における苦情解決の取り組みの評価ができにくい、苦情をきっ
かけとした行政の対応の水準が曖昧である、苦情解決事業に対する財源の確保といった課題
が上げられている。
2009 年度現在、第三者委員、第三者協力員の数と質を確保するために、障害者の生活支
援センターのワーカーが第三者協力員として新たに委嘱され活動している。しかし、本来生
活支援センターのワーカーは直接支援をする立場であるため、所属施設の担当にはならない
にしても第三者性を保てるかが課題としてあげられている。そして苦情解決委員会では研修
も開催し始めた。情報交換がなされたり、日頃の活動の中で感じる疑問について議論したり
と、連携を強化するなかで第三者委員、第三者協力員の質の向上を図っている。
３　4つの各団体の特徴と苦情解決団体のあり方に対する考察
これまで 4 つの団体を、①同種施設連携型、②行政運営型、③地域ネットワーク型、④
行政と民間の協働型として見てきた。同じ苦情解決に取り組むシステムでありながら、そ
の運営方法は様々である。各団体のメリット、デメリットを含め概要をまとめたものが表 1
である。以下、特徴を述べる。
①同種施設連携型：神奈川県知的障害施設協会オンブズマン
神奈川県の中で先駆的な取り組みをした団体である。1990 年代前半、知的障害者の権利
侵害の実態に、知的障害者の権利宣言「あおぞら宣言」、知的障害者の権利擁護宣言の「あ
おぞらまもろうプラン」、職員の倫理綱領、職員行動計画「あおぞら計画」、オンブズマン制
度「あおぞらマン」という、一体的な「あおぞらプラン」を作成し対応したことは注目に値
する。特に職員の行動計画については具体的で分かりやすい内容となっており、人権擁護が
何を保障することなのか、具体的に提示されている。
しかしながら、あおぞらマンの活動をみると、2003 年現在では同種施設約 200 が加盟し
ていたが、オンブズマンとして活動したのは 2 名であった。その活動も、毎月 1 回の来所
による相談の受付と電話や手紙等による相談の随時受付、年 1 回の新任職員研修会・他機
関担当職員との懇談会・施設訪問と職員との懇談会・利用者懇談会と幅広く、加盟施設数に
対して十分に対応できる人数ではなかったと推測できる。また受付が電話や手紙は随時とい
うものの、直接面接できる機会には利用者が出向くことが必要であったため、来所が困難な
場合には利用できず、本来のニーズにどこまで応えることができていたのか疑問である。し
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かし、相談を受けた中で、利用者が日頃職員に話を聞いてもらえないために、相談すること
で満足が得られる現状、施設の運営や取り組みに対する利用者や家族の問い合わせの内容か
ら、施設側からの説明がどうあるべきか、といった施設職員が行っている日常の支援内容を
振り返る機会にはなったと思われる。あおぞらマンは相談業務以外にも新任研修や施設訪
問、職員との懇談会、利用者懇談会に参加し、施設や利用者とのつながりも作りながら、第
三者が施設に関わる機会も作り、人権擁護に対する意識を深めるきっかけになったのでは
ないだろうか。現在はあおぞらマンの活動は地域で展開している苦情解決に取り組む団体
が担っている。それまでサービスに苦情を言うこと自体が考えにくかった時期に、たとえ 2
人であっても「あおぞらマン」というオンブズマンが設置されたということは大きい足跡を
残したと考える。
②行政運営型：横浜市福祉調整委員会
この横浜市福祉調整委員会は、広く市民の声を受付けるという大きな役割がある。しかし
巡回相談活動等も行われているが、現在の福祉調整委員の数では限界と思われる。横浜市が
提供する福祉保健サービスに対する市民からの苦情・相談の中では、サービスの内容や職員
対応への不満といった「苦情」が多い。さらに詳しく見ると、職員の「説明不足」「確認不足」「不
適当な対応」「心情や状況への配慮不足」「周知不足」というような内容が目立つ。これらへ
の対応としては「同様なことがおこらないように十分注意を払う」「○○についての説明を
するよう全区に周知徹底をすること」というような組織で取り組むことができている半面、
その内容がやや場当たり的な面も否定できない。挙がってきた苦情にどう対応するかという
ことまでで、苦情と利用者の権利擁護とのつながりは明快ではない。行政職員は度重なる法
律や制度の改正にいち早く対応する窓口でもあるため、職員に求められる知識、技術、情報
の量と質は高いものが要求される。年度ごとの異動もあり、職員間の勉強会や研修はもっと
密に実施されるべきであると考える。また苦情の公開をさらに具体的に行い、自己研鑽に努
めることも必要であろう。しかしながら、職員の質の向上のためには、職員が現在抱えてい
る業務内容や業務量も関係する。職員一人ひとりの質の問題に留めることなく、行政のサー
ビス提供のシステムを、現状を捉えた上で検討していく必要を感じる。さらには苦情の取り
まとめによって、現行制度への提言に利用することもできるのではないだろうか。
苦情の発生要因に対する具体的な対応が求められると同時に、苦情が言える機会をより積
極的に確保し、サービスの質の向上に活用しようという意識の向上が求められる。また苦情
に対応する場合は、その場限りのものではなく、苦情が利用者の権利とどのようにつながっ
ているのかという、権利擁護という視点を踏まえた対応が求められる。行政運営型という組
織としての対応の充実に期待したい。
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③地域ネットワーク型：湘南ふくしネットワークオンブズマン
湘南ふくしネットワークオンブズマンの特徴は、設立当初から福祉サービスのチェックで
はなく、本人の願い、要求を叶えるということを活動とし、実際に権利を護る活動を行って
きていることである。設立時に「オンブズマン活動宣言」を出しているが、その前文の中に
活動の特徴が見られる。「私たちはあくまでの利用者の人たちの権利を守ることを第一に考
えています。このような立場をとりますから、活動の中で、ときには利用者の人たちのまわ
りにいる人、例えば施設を経営する人や施設で働く人、あるいは役所の人などと対立するこ
とがあるかもしれません。しかしそのようなときでも私たちは何よりも利用者の人たちの権
利を守り、かつ実現することを第一に考えたいと思っています。それは決してまわりの人た
ちとの対立を好んだり、批判することを目的としているのではありません。私たちはいろい
ろな立場の人と正面から向き合って、真剣に話し合い、協力し合っていきたいと考えます。
あるときには意見を異にしながらも、利用者の人たちの声に耳を傾け、一人ひとりの声を実
現するために全力を注ぎます」。
このように、具体的に利用者の権利を守ることを活動の中心とし、積極的に施設を訪問し、
利用者の声を集めてきた。利用者や職員との信頼関係を築くために、施設側にオンブズマン
協力員を設置するというシステムも実現している。施設や行政と交渉をして、オンブズマン
の役割や苦情解決のあり方を模索している。これらの活動の積み重ねより、もっとフットワー
クの軽いオンブズマンを確保するために「オンブズマン養成講座」を開催している。一般市
民へのオンブズマンの委嘱は、養成講座によって質を確保し、「ふつう」の感覚を権利擁護、
利用者支援に取り入れることができる。また多くの市民が権利擁護に関わることとなり、市
民オンブズマンと利用者のお互いのシチズンシップが高まっていくことも期待できる。さら
には具体的な権利擁護の必要性から、2008 年に成年後見支援センターを設立した。このよ
うに、湘南ふくしネットワークオンブズマンは、徹底した利用者の権利擁護活動にこだわる
活動続けている。しかしながら、湘南地域の施設側のネットワーク「湘南ふくしネットワーク」
との連携が十分ではないこと、オンブズマンのネットワークを十分に築けていないこと等が
課題として挙がっている。今後、利用者の安心できる自分らしい地域生活のためにも、地域
福祉の充実のためにもこれらのネットワークを活用、活性化しこの活動の展開が期待される。
④行政と民間の協働型：川崎市苦情解決委員会
組織のあり方に特徴のある川崎市苦情解決委員会は先述した湘南ふくしネットワークと同
様、積極的にサービス提供施設に訪問している。相談や苦情に対して、行政と福祉サービス
提供事業所の連合団体が共同である組織の特徴を活かし、行政と連携して対応に当たること
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ができるのが強みである。
この組織では、「オンブズマン」と「第三者委員」の違いを明確に打ち出している。福祉
分野におけるオンブズマンとは利用者への支援を軸として苦情の解決にあたるものであり、
第三者委員とは事業者の苦情解決を支援するものである。苦情解決委員会としても、利用者
から苦情や相談が挙がってきても、その解決を行うのは事業者の責任であり、第三者委員が
行うことではないとしている。しかしながら、実際の活動の中で上がってきた苦情をどのよ
うに事業者に伝えるのか、伝えるのは第三者委員もしくは第三者協力員なのか、委員会なの
かというどのように解決に向けて動き出すのかについてはまだ明確になっていない。また受
付けた苦情が事業者だけで解決できるものばかりではない。第三者委員が解決のための話し
合いに立ち会うこともあるが、その立場はあくまでも第三者的に参加するという曖昧な役割
であり、その立場で解決に向かえるのかという疑問も残る。
また加盟施設の数が今後も増えていくことが予測されるため、第三者委員、第三者協力員
の確保は必要である。また先に挙げたが、障害者の地域生活支援ワーカーが第三者協力員と
して活動しているが、直接支援をする立場であるため、第三者性を保てるかが課題となって
いる。今後障害者施設支援員の第三者性をどのように担保するか、また支援員以外にどのよ
うにして人材を確保するかという問題を抱えている。
社会福祉法において、苦情の解決責任は事業者であると定められている。この川崎市苦情
解決委員会の実際の事例を検討し、積み重ねることで第三者委員の役割がより明確になるの
ではないだろうか。また同時に行政と民間の協働型というメリットを活かすためにも、苦情
解決の方法の検討、行政と民間の役割の検討等もできるのではないかと考える。
４　今後の発展のために
以上、組織のあり方の違いから 4 つの団体についてメリット、デメリットを考察してきた。
それぞれの活動に大きな意義があるが、今後の発展のために、いくつかの方向性を整理した
い。
（１）苦情受付の周知と窓口の広がり
各団体が活動を重ねるにつれ、苦情相談件数は年々増加している。現実にある「お世話に
なっている立場では何も言えない」という意識を少しでも払拭し、気軽に苦情・相談できる
よう、受付窓口をより広範囲に周知する必要がある。また障害を持っている、認知症である、
寝たきりの状態である、という利用者が、自ら発信できる機会を作ることがまず必要である。
発信が難しい利用者の日常生活を実際に見て、問題がないかどうかを感じ取るためにも、サー
ビス事業者への定期的な訪問は欠かせない。面接だけでなく電話や手紙、また普及が著しい
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インターネットなどを利用して、苦情相談を受付けることも積極的に行うことが必要ではな
いだろうか。また、訪問できるオンブズマンや第三者委員の確保も必要である。数と質の面
から言えば、湘南ふくしネットワークが行っているオンブズマン養成研修が有効である。福
祉の専門職に限らず、多くの市民が関わっていくことが求められ、養成研修に広がりを持た
せることが必要である。市民と協働しての権利擁護活動は、市民の福祉に対する意識が深ま
り、地域の福祉力向上につながり、地域福祉の展開へもつながる。「苦情を受付けてくれる」「苦
情を言っても良い」ということの周知と窓口の確保は、今後も続けていかなくてはならない。
それが福祉サービス提供者と利用者を対等にすることへもつながっていくと考えられる。
（２）苦情解決団体とサービス提供者との一定の緊張感を保ちながらの関係づくり
「苦情」という言葉の持つイメージがあまり良くないこともあり、この言葉をこれからも
使っていくかは議論の余地があると思われる。「苦情」を単なるクレームとして捉えるので
はなく、「苦情を受付けてサービスの質を向上させる」ために、「利用者に積極的に出してい
ただく」という認識がサービス提供者側に必要である。また苦情を受付けること、解決する
ことは、利用者の持つ権利を護ることにつながっていくことの認識も重要である。そのため
には、オンブズマンや第三者委員は利用者だけでなく、サービス提供者ともより良い関係、
信頼関係を作っていくことが求められる。実際に利用者から苦情が挙がって来ても、オンブ
ズマン、第三者委員とサービス提供者との関係が築けていれば、苦情の解決もスムーズに行
われるであろう。また、苦情をサービス提供者が利用者から直接受けられるようになる可能
性もあり、提供しているサービスの見直しが両者の間で直接的に行われることも期待できる。
こうなればサービス提供者が苦情解決のシステムを活性化することができるが、サービス提
供者と第三者委員やオンブズマンが同じ立場に立ってはならない。あくまでも第三者的立場、
利用者の立場に立つという、サービス提供者との一定の緊張感・距離感を保つことは必要で
ある。サービス提供者と対立してしまうような時でも、単なる対立ではなく、誰のために、
何をどうすればよいのかということを双方の歩み寄りで進んでいく関係を築いていくことが
必要である。
（３）第三者委員、オンブズマンの役割の明確化
これは 2 つの軸で考えられる。1 つは各団体におけるそれぞれの役割であり、もう 1 つは
団体を超えて苦情解決に関わるオンブズマン、第三者委員の役割とは何かということである。
前者は川崎市苦情解決委員会の活動で、「あくまでも第三者的に苦情解決に取り組む」とあ
るが、具体的に何ができて、何ができないのかを明確にすることが必要である。また後者は、
そもそも利用者やサービス提供者はオンブズマンや第三者委員に何を期待しているのか、そ
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こで何を成すべきかという問いである。これはこれまでの対応事例を議論、検討することと、
また今後現場の調査等で明らかにしていく必要があると考える。
（４）各苦情解決団体同士の連携
それぞれの団体ごとの組織のあり方、活動の内容に、特徴が見られた。どの団体も発展過
程は様々であるが、時期、地域によって、団体の活動、役割が違ってくるのは当然である。
しかし、それぞれが多くの事例を積み重ねている。苦情解決に取り組む場合の困難、解決方
法、課題を各団体が持ち寄り情報交換することで、お互いの活動に活かすことができるであ
ろう。現在神奈川県では、苦情解決に取り組む団体が、年に１度、実践交流会を行っている。
交流を通し、さまざまな事例・ケースが共有化され、他施設の苦情やその解決方法を学ぶ機
会となっている。このような機会は、苦情の捉え方、対応、発生原因等の検討もさることな
がら、職員研修の要素もあり、福祉サービスの質の向上という、本来の苦情解決の目的に沿
うことになる。今後は、各施設単独型オンブズマンや第三者委員も参加できるような、より
広範囲なネットワークを作り、各団体、オンブズマン、第三者委員同士の研鑽が必要である
と考える。
おわりに
苦情解決がサービス提供者の努力義務とされて 10 年を迎える。社会福祉法第 82 条にお
いて「社会福祉事業の経営者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等から
の苦情の適切な解決に努めなければならない」と規定されている。しかし、苦情解決責任者、
苦情受付担当者、第三者委員を設置するだけで、利用者の権利擁護につながるわけではない。
利用者に苦情を言う機会が保障され、サービス提供者がそれを受け入れ、苦情を解決するこ
とによってよりよいサービスが生み出されるという「循環」ができることが、利用者の権利
を実現することになる。現在、その循環を作りだそうと日々活動が行われており、そこに第
三者が入ることは、問題の発見と解決、そして問題を予防することをスムーズにすると考え
られる。日常の中に潜んでいる小さな権利侵害を大きな事件にまで発展させないためにも、
苦情解決に取り組む団体の特徴、役割を、利用者、サービス提供者が有効に活用することが
必要である。そのためには、各苦情解決団体、さらには各施設単独型オンブズマンも含めた
ネットワークを作り相互の研鑽を積むことが欠かせない。サービス提供者、利用者、苦情解
決団体のネットワークがそれぞれに重なることが、真の権利擁護につながっていくはずであ
る。
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Development of a Complaint-settling System
in Kanagawa Prefecture:
Focusing on Activities of a Network Model 
of Ombudsmen and a Third-party
YAHARA Eri
Abstract
In Kanagawa Prefecture, there are four types of complaint- settling groups, 
which are sometimes called “a third-party” or “ombudsmen,” that deal with 
complaints made against social welfare institutions by those who use them. Based on 
the nature of their organization the four types are: 1) those in cooperation with similar 
voluntary welfare institutions, 2) those run by the government, 3) those based on a 
network in the community, and 4) private ones in partnership with government-run 
ones. The purpose of this paper is to evaluate the merits and demerits of these groups, 
by looking into their origin and organization. The following points were found as 
challenges facing the system of complaint settling: 1) to make it better-known to the 
public that there are places where they can make complaints against the institutions, 
and to increase the number of such places; 2) to establish a good relationship, with 
a certain amount of positive tension, between the groups and the institutions; 3) to 
clarify the roles of the groups; and 4) to make the groups work in cooperation.
